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平成２０年度税制改正について 

 

 去る12月13日、自由民主党より平成20年度税制改正大綱が発表されま

したので、平成20年度税制改正についてご報告申し上げます。 

 本会は、平成19年7月、30項目にわたる税制要望事項を｢医療に関する

税制に対する意見｣として取りまとめ、うち17項目を「医療に関する税

制改正要望 重点項目」として、自由民主党をはじめとする関係各方面

に要望して参りました。 

 以来、各都道府県医師会、各郡市区医師会の強力なご支援ご協力を賜

りながら、国会の動向を踏まえつつ、要望の実現に向けて鋭意努力を重

ねて参りました。 

 御陰様にて、主に下記の事項が実現することとなりました。 

 これまでの各都道府県医師会、各郡市区医師会の格段のご支援ご協力

に対しまして、この場を借りて厚く御礼申し上げます。 

 詳細につきましては、別添資料をご参照お願い申し上げます。 

 

 

 

 

 



 

記 

 

１．社会保険診療報酬に対する事業税非課税の特例措置の存続。 

 

２．医療法人の社会保険診療報酬以外の事業税については、特別 

法人としての軽減措置の存続。 

 

３．社会保険診療報酬の所得計算の特例措置(いわゆる四段階制)    

の存続。                        

 

４．医師会の開放型病院等についての法人税非課税措置の存続。 

 

５．医師会等の看護学校等についての不動産取得税・固定資産税及び都市計画税の非課

税措置の存続。 

 

６．改正医療法に基づく新たな医療法人への円滑な移行のための税制上の所要の措置。 

 

７．社会医療法人の法人税を非課税とすること。 

 

８．周産期医療の連携を担う医療機関が取得する分娩施設に係る特例措置の創設。 

 

９．特定保健指導の受診者の自己負担分について、医療費控除の対象とすること。 

 

１０．新たな公益法人制度において公益認定を受けた医師会等に対しては、寄附金課税、

利子配当課税、収益事業課税等の特例措置を講ずること。 

 

 

 

 

 

 



 

[添付資料] 

１．平成20年度 税制改正大綱(自民党)における要望実現項目 

（平成19年12月 日本医師会） 

２．平成20年度 税制改正大綱  

   本会の税制改正要望とその結果について 

（平成19年12月 日本医師会） 

３．平成20年度 医療に関する税制改正要望 重点項目 

（平成19年7月 日本医師会） 

４．平成20年度 医療に関する税制に対する意見 

（平成19年7月 日本医師会） 

５．平成20年度 税制改正の概要(厚生労働省関係)  

（平成19年12月 厚生労働省） 

６．公益法人制度改革に伴う税制の整備について 

  ～平成20年度与党税制改正大綱から～ 

（平成19年12月 内閣府） 

７．平成20年度 税制改正大綱     

（平成19年12月13日 自由民主党）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平 成 ２０ 年 度 
税制改正大綱（自民党）における要望実現項目 

                               

                              平成19年12月 

                                  （社）日本医師会 
 

[重点項目No]は、「平成２０年度医療に関する税制改正要望 重点項目」の項目番号 

一 制度の存続 
 

 

（１）・社会保険診療報酬に対する事業税非課税。 

・医療法人の自由診療分の事業税については、特別法人としての軽減措置。 

                       （事業税） 
[重点項目No.3、4] 

・ 両措置の存続が認められたもの。 

 

（説明）社会保険診療報酬に係る所得以外の医業所得（自由診療分）の課税 

個人：事業主控除（290万円）を差引後の所得に対して標準税率（5％）による課税 

法人：事業税の標準税率 

       （  区     分  ）             （普通法人）     （特別法人（医療法人）） 

       所得400万円以下の金額          5.0％(2.7％）             5.0％(2.7％） 

       所得400万円超800万円以下の金額  7.3％(4.0％）            6.6％(3.6％） 

所得800万円超の金額              9.6％(5.3％）             6.6％(3.6％) 

＊ 特別法人：農協、消費者生活協同組合、労働金庫、医療法人、信用金庫等 

＊ 税制改正大綱で税率の改正が示された(上記括弧内の税率)が、新たに創設される

地方法人特別税（国税)と合算すると現行と同水準の負担となる。 

【税制改正大綱10-11頁 記載】 

 
 
 
（２）いわゆる四段階制（社会保険診療報酬の所得計算の特例措置）。 

資料 １ 



（所得税・法人税） 

                                       [重点項目No.13] 

・ 特例措置の存続が認められたもの。 

 

 

 

（参考）社会保険診療収入が5,000万円以下の場合の所得計算の特例措置（現行） 

（ 社会保険診療報酬の金額 ） （  概算経費率 ） 

2,500万円以下の金額 72％ 

2,500万円超  3,000万円以下の金額 70％ 

3,000万円超  4,000万円以下の金額 62％ 

4,000万円超  5,000万円以下の金額 57％ 

  

  

 
（３）医師会の開放型病院等についての法人税非課税。 

（法人税） 
 [重点項目No.14の一部] 

（説明） 

 現行規定では、民法第 34 条法人である医師会が、自ら開設する開放型病院・診療所・臨床検査所

を運営することその他の要件を備えるものが行う医療保健業については、法人税について非課税。（法

人税法施行令第5条第1項第29号ヲ） 

 新制度開始後は、旧民法第 34 条法人の特例民法法人である間は現行規定が適用され非課税である

が、新制度法人に移行した場合は以下の通りとなる。 

①公益社団に移行した場合は、現行の適用要件に新たな要件（＊）が追加された上で非課税。 

 ②一般社団で、非営利性の徹底された法人・共益的活動を目的とする法人の２タイプ（資料6 『内

閣府 公益法人制度改革に伴う税制の整備』の6ページ参照））に移行した場合は、現行の適用要

件に新たな要件（＊）が追加された上で非課税。 

  なお、この２タイプ以外の一般社団に移行した場合には、開放型病院等を含む全事業が課税対象

となる。 

＊新たな適用要件については現時点では未確定。 



 

(大綱より) 

・ 医師会等が行う開放型病院等に係る医療保健業の除外措置について要件の見直しを行ったう

えで存続する等、収益事業に係る除外措置につき、所要の整備を行う。 

【税制改正大綱74頁 記載】 

 

・ 公益法人税制の概要については、資料６『内閣府 公益法人制度改革に伴う税制の整備』をご

参照ください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
（４）医師会等の看護学校等についての不動産取得税・固定資産税及び都市計画税非課

税。             
   （不動産取得税・固定資産税・都市計画税） 

 [重点項目No.14の一部] 

（説明） 

 現行規定では、民法第 34条法人が設置する看護師等医療関係者の養成所において直接教育の用

に供する不動産については、不動産取得税・固定資産税・都市計画税について非課税。 

（地方税法第73条の４第3号、第348条第2項第9号、第702条の2第2項） 

 新制度開始後は、旧民法第34条法人の特例民法法人である間は非課税であるが、新制度法人に移

行した場合は以下の通りとなる。 

①公益社団に移行した場合は非課税。 

②一般社団に移行した場合は、平成25年度分まで非課税。ただし、来年以降、これまでの経緯をふ

まえて検討の上適切な措置が講じられる。 

 

(大綱より) 

・ 固定資産税及び都市計画税において、旧民法第 34 条法人が設置するものに対して非課税措置



が講じられている施設について、以下の措置を講ずる。 

① 公益社団法人又は公益財団法人が設置する施設について、旧民法第 34 条が設置するものと

同様に非課税とする。 

② 一般社団法人又は一般財団法人に移行した法人が設置する施設で、移行の日の前日に非課税

とされていたものについて、平成 25 年度分まで非課税措置を継続する。なお、特例民法法

人から一般社団又は財団法人に移行する法人が設置する施設については、今後、移行状況や

施設の使用実態等を把握したうえで、これまで一定の用途に供する施設に対して非課税措置

が講じられてきた経緯も踏まえながら、平成 25 年度までの間にできるだけ速やかに必要な

検討を行い、適切な措置を講ずる。 

【税制改正大綱21-22頁 記載】 

 

・ 不動産取得税において、旧民法第34条法人が使用するために取得した場合に非課税措置が講じ

られている施設について、公益社団法人又は公益財団法人が使用するために取得した場合を非

課税とする。 

【税制改正大綱22頁 記載】 

 

・ 公益法人税制の概要については、資料６『内閣府 公益法人制度改革に伴う税制の整備』をご

参照ください。 

 

 

 

二 制度の創設 
 

（１）社会医療法人の法人税非課税。 
（法人税） 

［重点項目No.2-2の一部］ 

・ 社会医療法人は、収益事業を営む場合に限りその所得について法人税が課税される（22%）。社

会医療法人が行う医療保健業は収益事業から除かれる。ただし、有料老人ホーム事業等の附帯

業務は課税される。また、収益事業に属する資産のうちから収益事業以外の事業のために支出

した金額は、その収益事業に係る寄附金の額とみなす。なお、寄附金の損金算入限度額は、所

得の金額の50%相当額（当該金額が年200万円に満たない場合には、年200万円）とする。 

【税制改正大綱57頁 記載】 



 

 

 

（２）産科・産婦人科医不足対策として周産期医療の連携体制を担う医療機関が取得す

る分娩施設に係る不動産取得税の軽減。 
（不動産取得税） 

［重点項目No.5の一部］ 

・ 周産期医療の連携を担う医療機関が取得する分娩の用に供する不動産に係る不動産取得税につ

いて、当該不動産の価格の２分の１に相当する額を価格から控除する課税標準の特例措置を２

年間に限り講ずる。 

【税制改正大綱28頁 記載】 

(注)日医の要望は、産科医・産婦人科医不足対策として、分娩を取り扱う産科・産婦人科において、

これらの診療科に係る自由診療報酬に係る所得について事業税の課税対象から除外すること等であっ

たが、当会の要望がきっかけとなり本特例の創設につながった経緯がある。 

 

 

 
（３）特定保健指導の受診者の自己負担分について、医療費控除の対象とすること。 

（所得税） 

［重点項目No.11］ 

・ 医療費控除の対象範囲に、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定保健指導のうち一

定の積極的支援に係る費用の自己負担分を追加する。 

【税制改正大綱26頁 記載】 

 

 

 

 

（４）新たな公益法人制度において公益認定を受けた医師会等に対しては、寄附金課税、

利子配当課税、収益事業課税等の特例措置を講ずること。 
（法人税・所得税・相続税・登録免許税・不動産取得税・個人住民税・固定資産税） 

［重点項目No.14の一部］ 

・ 公益認定を受けた医師会についての実現した事項は以下の通り。 



① 寄附金の損金算入・寄附金控除については、特定公益増進法人に含められることとなり、

寄付者に対する優遇措置の対象となった。 

② 現物寄附・相続財産寄附をした寄附者に対する非課税措置。 

③ 受取利子等の源泉所得税の非課税措置。 

④ 収益事業課税が適用され、公益目的事業は収益事業から除外された。 

⑤ 公益目的事業に係る不動産について、登録免許税は非課税、不動産取得税・固定資産税に

ついては非課税等の現行の措置を継続。 

⑥ 収益事業に属する資産から、公益目的事業のために支出した金額は、その収益事業に係る

寄附金の額とみなし、非課税。 

⑦ 開放型病院等に対する法人税非課税措置、看護学校等の不動産取得税等非課税措置（それ

ぞれ別項目で詳述、P.2-3）。 

なお、収益事業の税率は 30％（年 800万円以下の所得については 22%）となり、軽減税率要

望は実現しなかった。 

 

・ 一般社団となった医師会についての実現した事項は、以下の通り。 

① 非営利性の徹底された法人・共益的活動を目的とする法人の２タイプ（資料6『内閣府 公

益法人制度改革に伴う税制の整備』の 6ページ参照）に該当する場合は、収益事業課税が

適用される。 

② 開放型病院等に対する法人税非課税措置・看護学校等の不動産取得税等非課税措置（それ

ぞれ別項目で詳述、P.2-3）。 

   

・ 公益法人税制の概要については、資料６『内閣府 公益法人制度改革に伴う税制の整備』をご

参照ください。 

 

・ 税制改正大綱の〈公益法人制度改革への対応〉の部分 

【税制改正大綱19-22頁 記載】 

 

・ 税制改正大綱の【付記二】公益法人関係税制 の部分 

【税制改正大綱69-75頁 記載】 

 

・ （検討事項として）公益法人制度改革に対応する税制上の措置については、新制度施行後の実

態を見極めつつ、必要な見直しを引き続き検討する。また、寄附金税制や公益法人等の課税対



象範囲等について、民による公益の増進の観点も踏まえつつ、事業活動の内容などの実態や営

利競合の排除の必要性等を見極めた上で引き続き検討する。 

【税制改正大綱61頁 記載】 

 

 

三 制度の改善 
 

（１）改正医療法に基づく新たな医療法人への円滑な移行のための税制上の所要の措置。 

（贈与税） 
［重点項目No.2-1の一部］ 

・ 非営利性を徹底した「出資持分のない医療法人」への円滑な移行を促進する観点から、出資持

分の放棄にかかる贈与課税の判定基準を見直すこととされた。 

【厚労省 平成20年度税制改正の概要 5頁 記載】 

（注）上記の贈与課税判定基準の具体的内容は現時点では未確定である。 

また、以下の項目については、所要の措置がとられるかどうか現時点では未定である。 

①経過措置型医療法人が、出資持分を拠出額として基金拠出型医療法人に移行する場合、拠出

額が移行時前の出資額に対応する資本金等の額を上回る場合には、その上回る金額につい

て、移行時に出資者にみなし配当課税を課さないこと。 

②経過措置型医療法人が、出資金額を拠出額として基金拠出型医療法人へ移行する場合及び

基金を設けない医療法人に移行する場合、法人出資者に対して無償譲渡或いは低額譲渡に

よる譲渡益・寄付金課税を課さないこと。 

 
 
四 適用期限の延長等 
 
（１）中小企業投資促進税制の適用期限延長。 

（所得税・法人税） 
［意見(冊子)16］ 

・ 中小企業投資促進税制の適用期限を2年延長する。 

【税制改正大綱15頁 記載】 

 

（参考） 中小企業投資促進税制（現行） 



 １．中小企業者(従業員 1,000人以下の個人、資本・出資の金額が 1億円以下の法人など)の

設備投資を促進するための特別償却(30％)又は、税額控除(７％) 

（７％税額控除は資本金3,000万円以下の法人、個人及び組合。リースの場合はリース

費用総額の60％について７％の税額控除のみ） 

２．対象設備 

(1) 全ての機械・装置 

(2) 電子計算機、電子ファイル設備、冷暖房用機器等の特定の器具・備品９種類 

(3) 普通貨物自動車(車両総重量3.5トン以上)、内航船舶（取得価額の75％が対象） 

３．取得価額 

  (1) 機械装置は１台又は１基160万円以上(リースは210万円以上) 

  (2) 器具・備品は事務処理能率化等に資する一定の器具備品で１台又は１基が 120 万円以

上(リースは160万円以上) 

 

 

（２）情報基盤強化税制の適用期限延長。 
（所得税・法人税） 

［意見(冊子)17］ 

・ 情報基盤強化税制について、次の見直しを行ったうえ、その適用期限を2年延長する。 

（１） 対象設備等に、部門間・企業間で分断されている情報システムを連携するソフトウ

ェアとして一定の要件を満たすものを追加する。 

（２） 資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人等について、取得価額の合計額の最

低限度額を70万円（現行300万円）に引き下げる。 

（３） 資本金の額又は出資金の額が 10億円超の法人の取得する対象設備等の取得価額の

合計額のうち本税制の対象となる金額は、200億円を限度とする。 

【税制改正大綱13頁 記載】 

 

（参考） 情報基盤強化税制（現行） 

１． 高度な情報セキュリティシステム投資を促進するための特別償却（50％）又は税額控除（10％） 

２． 対象設備 

（1） サーバー用オペレーティングシステム※及びこれと同時に設置されるサーバー用電子計算

機 

（2） データベース管理ソフトウェア※及びこれと同時に設置されるアプリケーション 



（3） ファイアウォールソフトウェア※（（1）又は（2）と同時に設置されるものに限る） 

※ ＩＳＯ／ＩＥＣ 15408に基づいて評価・認証されたもの 

３． 取得価額 

年間の対象設備の取得価額の合計額が1億円以上（資本金1億円以下の法人、個人等の場合は300

万円以上。資本金1億円超10億円以下の法人の場合は3,000万円以上。） 

なお、資本金1億円以下の法人、個人等については、リース投資も税額控除の対象となり、対象

設備の対象期間内のリース費用の総額が420万円以上。 

 

 

 

（３）エネルギー需給構造改革投資促進税制の適用期限延長。 
（所得税・法人税） 

［意見(冊子)18］ 

・ エネルギー需給構造改革推進投資促進税制について、民政業務部門の対策として省エネビルシ

ステムを追加するなど対象設備の見直しを行ったうえ、その適用期限を2年延長する。 

【税制改正大綱26頁 記載】 

 

（参考）エネルギー需給構造改革投資促進税制（現行） 

１． エネルギー需給構造改革推進設備等の投資を促進するための特別償却(30%)又は、税額控除

(7%)。ただし、税額控除の適用は中小企業者等に限定される。 

２． 対象設備(抜粋) 

(1) エネルギー有効利用付加設備等：高効率ボイラー、高度省エネルギー窓装置、高効率照 明

装置など 

(2) 電気・ガス需要平準化設備：蓄熱式空調・給湯装置、深夜電力利用型蓄熱式暖房装置など 

(3) 新エネルギー利用設備等：太陽光発電設備など 

 

 

 

（４）病院等建物に係る耐震改修促進税制の適用期限延長。 
（所得税・法人税） 

［意見(冊子)20の一部］ 

・ 地震防災対策用資産の特別償却制度における耐震改修工事に係る措置の適用期限を2年延長す



る。 

【税制改正大綱26頁 記載】 

 

（参考）耐震促進改修税制（現行） 

（１） 適用資産 

建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する特定建築物（耐震診断が必要とされるものに限る。）

を有する場合の、当該特定建築物の部分について同法の計画の認定を受けた計画に基づき行う耐震改

修工事に伴い取得等をする建物部分 

（２） 特別償却限度額の計算 

特別償却限度額＝取得価額×１０％ 

（３） 適用期限 

平成20年3月31日まで。 

（措置法第11条の2、第44条） 

 

 

 

（５）地震防災用償却資産の課税標準の特例の適用期限延長。 
（固定資産税） 

［意見(冊子)20の一部］ 

・ 地震防災対策の用に供する償却資産に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、課税標

準を最初の5年間価格の4分の3（現行3分の2）としたうえ、その適用期限を2年延長する。 

【税制改正大綱52頁 記載】 

 

（参考）地震防災用対策償却資産の課税標準の特例（現行） 

（１） 特例対象固定資産 

地震防災応急計画に基づいて取得される地震防災対策の用に供する償却資産 

（２） 特例の内容 

 最初の5年分の課税標準を価格の２／３とする。 

（平成20年3月31日までに取得されたもの） 

（地方税法附則第15条） 

 

 



五 現行規定で対応されることが確認されたもの 
 
（１）産科医療における無過失補償制度（仮称）において、医療機関が支払う保険料につ

いては全額必要経費または損金とすることとし、補償の対象者については受け取っ

た補償額を所得税の課税対象から除外すること。               
                         （法人税・所得税・住民税） 

［重点項目No.6］ 

・ 上記要望は実現し、現行規定で対応されることが確認された。 

 

 

 

（２）救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法に基づく

助成金交付事業を行う法人のために、寄付した場合において、寄付者に対する措

置（損金算入・寄付金控除等）を講ずること。 

（所得税・法人税・相続税） 

［意見(冊子)11］ 

・ 上記要望は実現し、現行規定で対応されることが確認された。 

 

 

 

六 検討項目 
 
（１）消費税を含む税体系の抜本的改革。 
                               （消費税） 
・ 社会保険診療報酬等に係る消費税のあり方の検討については、長期検討事項とされた。 

【厚労省 平成20年度税制改正の概要７項 記載】 

・ 消費税を含む税体系の抜本的改革については、今後、以下の「基本的考え方」に基づき、平成

16年年金改正法やこれまで政府・与党が定めてきた累次の方針を踏まえ、早期に実現を図る。

なお、税体系の抜本的改革を行うに当たっては、内外の経済動向を注視し、必要に応じ、機動

的・弾力的に対応することとする。 

（中略） 

平成21年度における基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げに要する財源を始め、持続



可能な社会保障制度とするため安定した財源を確保する必要がある。このため、年金、医療、

介護等の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえつつ、これらの費用をあら

ゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、税体系の抜本的改革を行う。 

その際、新たな国民負担はすべて国民に還元するとの原則に立って、経済動向等に左右され

にくい消費税をこれらの費用を賄う主要な財源として位置づけた上で、社会保障財源を充実す

ることを検討する。 

【税制改正大綱2-3頁 記載】 

 

 

七 その他関連項目 
 
（１）人材投資促進税制（教育訓練費の増加額に係る税額控除制度）の適用期限の延長

及び拡充。 
（所得税・法人税） 

・ 教育訓練費の増加額に係る税額控除制度における中小企業者等に係る措置について、労働費用

に占める教育訓練費の割合が中小企業者等のほぼ平均である0.15%以上の場合に、教育訓練費

の総額に、労働費用に占める教育訓練費の割合に応じた税額控除率（8%～12%）を乗じた金額

を税額控除できる制度に改組したうえ、本措置を中小企業等基盤強化税制の中に位置づける。 

(注)税額控除率は、次の通りとする。 

  8% ＋ （教育訓練費 ／ 労働費用 － 0.15%） × 40 

【税制改正大綱14頁 記載】 

 

 

 



平成19年1２月１８日
社団法人日本医師会

平成２０年度 税制改正大綱
（自民党）平成１９年１２月１３日

資料　２　　

本会の税制改正要望とその結果について

社会保険診療報酬等に対する消費税の非課税制度をゼロ
税率ないし軽減税率による課税制度に改めること。

消費税 Ｐ．２

－制度の創設－

上記課税制度に改めるまでの措置として、医療機器、病院
用建物等の消費税課税仕入対象資産について、税額控除
又は特別償却を認める措置を創設すること。

所得税・法人税

－制度の創設－

新たな医療法人制度において、旧医療法に定められた持
分の定めのある社団医療法人（経過措置型医療法人）が
新たな医療法人に移行する際に、移行が新医療法の理念
に沿っていることに鑑み、課税が生じないよう必要な措置
を講ずること。

相続税・贈与税・
所得税・法人税

－制度の改善－

基金拠出型医療法人のために医業用資産を現物として基
金拠出した場合の、拠出者に対する譲渡所得課税を返還
時に繰り延べること。

所得税

－制度の創設－

医療法人の法人税率は公益法人の法人税率と同率とする
とともに、新たな医療法人制度における社会医療法人・特
別医療法人(平成２４年３月までの経過措置)ならびに特定
医療法人の法人税は非課税とすること。

法人税
社会医療法人の本来
業務について法人税
が非課税とされた。

Ｐ．５７「９」

－制度の創設－

特定・特別医療法人(平成２４年３月までのの経過措置)及
び社会医療法人のために寄付した場合において、寄付者
に対して特定公益増進法人の範囲に含める等の措置を講
ずるともに、当該法人の寄付金収入について課税対象か
ら除外すること。

所得税・法人税・
相続税

－制度の創設－

社会医療法人の発行する社会医療法人債の利息につい
て所得税及び住民税について非課税とすること。

所得税・住民税

－制度の創設－

社会保険診療報酬に対する事業税非課税の特例措置を
存続すること。

事業税

－制度の存続－

医療法人の事業税については、特別法人としての事業税
率による課税措置を存続すること。

事業税

－制度の存続－

① 分娩を取り扱う産科・産婦人科において、これらの診療
科に係る自由診療報酬に係る所得について、事業税の課
税対象から除外すること。
② 分娩を取り扱う産科・産婦人科を担う診療所について
は、法人税の大幅な軽減措置を講ずること。
③ 分娩を取り扱う産科・産婦人科を担う医師（個人事業主
及び勤務医師）の所得税の大幅な軽減措置を講ずること。

事業税・法人税・
所得税

周産期医療の連携を
担う分娩施設に係る
不動産取得税の２分
の１減免措置が２年
間に限り講じられた。

Ｐ．２８「５」

－制度の創設－

改善

創設

創設

結　果
（実現及び一
部実現は○）

存続

存続

3－5

要　　　望　　　項　　　目
２０
年
度

重
点

○

○

○

○

×

×

○

×

×

×

6 ◎

1 ◎

2

◎

3－4 ◎

4 ◎

5

3－１ ◎

3－2

税目と内容
20年度税制改正
特記事項

自民大綱
記載ページ

社会保険診療報酬等
に係る消費税のあり
方の検討について
は、長期検討事項と
された。

3－3 ◎

1／3 ◎は重点項目
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結　果
（実現及び一
部実現は○）

要　　　望　　　項　　　目
２０
年
度

重
点

税目と内容
20年度税制改正
特記事項

自民大綱
記載ページ

産科医療における無過失補償制度（仮称）において、医療
機関が支払う保険料については全額必要経費または損金
とすることとし、補償の対象者については受け取った補償
額を所得税の課税対象から除外すること。

法人税・所得税・
住民税

－制度の創設－

看護師・准看護師・助産師(以下看護師等)の人材確保を支
援するため、看護師等に対する給与所得控除の最低限度
額の引き上げ並びに夜間勤務手当の課税の軽減措置を
講ずること。

所得税

－制度の創設－

地域医療の確保を図るため、小児科医療、医師不足地域
医療、救急医療、在宅医療のいずれかを担う診療所で、地
域医療の確保上重要な診療所については、法人税・所得
税の軽減措置を講ずること。

法人税・所得税

－制度の創設－

医師不足地域における診療所の事業承継を支援するた
め、診療所の土地建物を事業承継する医師等に譲渡する
際の譲渡益について、収用換地等の特別控除と同様の措
置を講ずること。

所得税・住民税・
法人税

－制度の創設－

救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関す
る特別措置法に基づく助成金交付事業を行う法人のため
に、寄付した場合において、寄付者に対する措置（損金算
入・寄付金控除等）を講ずること。

所得税・法人税・
相続税

－制度の創設－

病院に勤務する医師の支援として、小児科に勤務する医
師並びに救急医療に携わる医師に対して所得税の大幅な
軽減措置を講ずること。

所得税

－制度の創設－

病院に勤務する医師の支援として、勤務医師に対して所得
税の軽減措置を講ずること。

所得税

－制度の創設－

特定保健指導の受診者の自己負担分について、医療費控
除の対象とすること。

所得税

特定保健指導のうち
一定の積極的支援に
係る費用の自己負担
分が対象。

Ｐ．２６「２」

－制度の創設－

 医業を承継する時の相続税・贈与税制度をさらに改善す
ること。

相続税・贈与税

－制度の改善－

病院等の医療用機器に係る特別償却制度について、特別
控除制度の導入、特別償却率の引き上げ等の措置を講ず
ること。

所得税・法人税

－制度の改善－

中小企業投資促進税制の適用期限を延長すること。 所得税・法人税 Ｐ．１５「５」

－制度の延長－

情報基盤強化税制の適用期限を延長すること。 所得税・法人税
対象設備の追加、取
得価額の合計額の最
低限度の引き下げ等

Ｐ．１３「２」

－制度の延長－

延長

創設

（現行
規定で
対応
可）

○

×

延長

○

×

×

×

×

×

×

○

○

○

7 ◎

17

◎

１2－2 ◎

13 ◎

15

11 ◎

14 ◎

8

１2－1

9 ◎

◎

16

10

（現行
規定で
対応
可）

2／3 ◎は重点項目
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結　果
（実現及び一
部実現は○）

要　　　望　　　項　　　目
２０
年
度

重
点

税目と内容
20年度税制改正
特記事項

自民大綱
記載ページ

エネルギー需給構造改革投資促進税制について、適用期
限を延長するとともに、病院等のＣＯ２排出削減について
高い効果が見込める設備を適用対象に追加すること。

所得税・法人税 Ｐ．２６「３」

－制度の延長－

病院・診療所用の建物、付属設備及び医療機器の耐用年
数を短縮すること。

所得税・法人税

－制度の改善－

医療機関が取得した耐震構造建物、防災構造施設・設備
等に係る税制上の特例措置を創設すること。

所得税・法人税・
固定資産税・
不動産取得税

耐震改修促進税制延
長,地震防災用資産
の課税標準の特例を
見直しの上、延長

Ｐ．２６「４」
Ｐ５２「２７」

－制度の創設等－

医療施設近代化準備金制度を創設すること。 所得税・法人税

－制度の創設－

社会保険診療報酬の所得計算の特例措置（いわゆる四段
階制）を存続すること。

所得税・法人税

－制度の存続－

病院等が支出する医学・医術の研究等のための費用及び
病院等が勤務する医師等の医学・医術等の研究のために
助成した費用については、一般事業法人に認められている
試験研究費に準ずるものとして、試験研究費の特別控除
制度の適用を認めること。

所得税・法人税
（人材投資促進税制
の延長・拡充）

Ｐ．１４「３」

－制度の改善－

新たな公益法人制度において公益認定を受けた医師会等
に対しては、寄付金課税、利子配当課税、収益事業課税
等の特例措置を講ずること。

Ｐ．１９－２４
Ｐ．６９－７５

Ｐ．６１「８」

医師会の開放型病院等についての法人税非課税措置の
存続

○ 存続 24② ◎
医師会等の看護学校等についての不動産取得税・固定資
産税及び都市計画税の非課税措置の存続

今後、移行状況や施
設の使用実態等を把
握したうえで、これま
で非課税措置が講じ
られてきた経緯も踏ま
え速やかに検討し、
適切な措置を講ず
る。

Ｐ．２２「（２）」

企業年金の積立金に係る特別法人税を撤廃すること。 法人税
停止措置の適用期限
を３年延長する。

Ｐ．４７「１４」

－制度の廃止－

新制度施行後の実態
を見極めつつ、必要
な見直しを引き続き
検討する。

存続

延長

延長○

×

×

○

○

○

×

×

○

18

22 ◎

19

25

20

法人税・所得税・
相続税・
登録免許税・
不動産取得税・
個人住民税・
固定資産税

－制度の存続等－

24 ◎

23

創設

21

Ｐ．７４
「（１）③」

存続 24① ◎
要件の見直しを行っ
たうえで存続する。

3／3 ◎は重点項目



































公益法人制度改革に伴う税制の整備について

～平成20年度与党税制改正大綱から～
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１　寄附金税制の整備１　寄附金税制の整備

【現行】 【大綱】

拡 充拡拡 充充

特定公益増進法人等に対する
損金算入限度額

（所得金額の2.5%2.5%
＋資本金等の額の0.25%）

×1/2 

特定公益増進法人等に対する
損金算入限度額

①　公益社団・財団法人を寄附金優遇の対象となる「特定公益増進法人」とする①　公益社団・財団法人を寄附金優遇の対象となる「特定公益増進法人」「特定公益増進法人」とする

②　法人税における特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入限度額を拡充する②　法人税における特定公益増進法人等に対する寄附金の損金算入限度額を拡充寄附金の損金算入限度額を拡充する

注）所得税における特定公益増進法人等に対する寄附金については、現行と同様「寄附金額－5,000円」
を所得から控除し、寄附金額については総所得の40%を限度とする。

（所得金額の5.0%5.0%
＋資本金等の額の0.25%）

×1/2 

＜特定公益増進法人に係る整備＞

（１）国税
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①　公益社団・財団法人に現物寄附を行った場合の所得税の非課税措置①　公益社団・財団法人に現物寄附を行った場合の所得税の非課税措置

①　公益社団・財団法人に相続財産を寄附した場合の相続税の非課税措置①　公益社団・財団法人に相続財産を寄附した場合の相続税の非課税措置

注）公益事業の用に供されなくなったこと等一定の事由により非課税の承認が取り消された場合、寄附者
個人ではなく寄附を受けた法人に課税する方式に改正。また、寄附財産を譲渡して代替資産を取得した
場合等も、一定の要件の下で非課税措置を継続。

③　現物寄附を受けていた特例民法法人が公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人
へ移行する場合において、移行後の法人が寄附財産を直接移行後の公益事業の用に供
するときは、一定の要件の下で、現物寄附に係る所得税の非課税措置を継続適用

③　現物寄附を受けていた特例民法法人が公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人
へ移行する場合において、移行後の法人が寄附財産を直接移行後の公益事業の用に供
するときは、一定の要件の下で、現物寄附に係る所得税の非課税措置を継続適用

②　特例民法法人からの移行の際に非課税法人であった一般社団・財団法人が、その移
行前に贈与を受けた財産を公益目的支出計画に定める公益事業の用に供しているとき
は、相続財産の寄附に係る相続税の非課税措置を継続適用

②　特例民法法人からの移行の際に非課税法人であった一般社団・財団法人が、その移
行前に贈与を受けた財産を公益目的支出計画に定める公益事業の用に供しているとき
は、相続財産の寄附に係る相続税の非課税措置を継続適用

＜個人が行う現物の寄附に係る整備＞（租税特別措置法第40条の改正）

＜個人が行う相続財産の寄附に係る整備＞（租税特別措置法第70条の改正）

②　一般社団・財団法人であって、非営利性が徹底された法人（３（１）参照）に対し
て現物寄附を行った場合の所得税の非課税措置

②　一般社団・財団法人であって、非営利性が徹底された法人（３（１）参照）に対し
て現物寄附を行った場合の所得税の非課税措置
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○ 個人住民税における寄附金の優遇措置を抜本的に拡充

・対象寄附金に、都道府県又は市区町村が条例により指定した寄付金（公益社団・財
団法人に対する寄附金等）を追加

・適用下限額を10万円から5千円に引き下げ　等

○ 個人住民税における寄附金の優遇措置を抜本的に拡充個人住民税における寄附金の優遇措置を抜本的に拡充

・対象寄附金に、都道府県又は市区町村が条例により指定した寄付金（公益社団・財
団法人に対する寄附金等）を追加

・適用下限額を10万円から5千円に引き下げ　等

（２）地方税

【現行】 【大綱】

対象寄附金

控除方式

控除率

控除対象限度額

適用下限額

・住所地の都道府県共同募金会
に対する寄附金で総務大臣の
承認等を受けたもの

・住所地の日本赤十字社支部に
対する寄附金で総務大臣の承
認等を受けたもの

・住所地の都道府県共同募金会
に対する寄附金で総務大臣の
承認等を受けたもの

・住所地の日本赤十字社支部に
対する寄附金で総務大臣の承
認等を受けたもの

所得控除方式所得控除方式

適用対象寄附金×税率（10%）の
軽減効果

適用対象寄附金×税率（10%）の
軽減効果

総所得金額等の25%総所得金額等の25%

10万円10万円

対象寄附金に、都道府県又は

市区町村が条例により指定した

寄付金（公益社団・財団法人に

対する寄附金等）を追加

対象寄附金に、都道府県又は

市区町村が条例により指定した

寄付金（公益社団・財団法人に

対する寄附金等）を追加

税額控除方式税額控除方式

・道府県民税4%
・市町村民税6%

・道府県民税4%
・市町村民税6%

総所得金額等の30%総所得金額等の30%

5千円5千円
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（１）法人税

①　収益事業についてのみ課税とする。①　収益事業についてのみ課税収益事業についてのみ課税とする。

②　公益法人認定法上の公益目的事業は収益事業から除外し、非課税とする。②　公益法人認定法上の公益目的事業公益目的事業は収益事業から除外し、非課税非課税とする。

公益法人
認定法

税法

法人の行うすべての事業

公益目的事業公益目的事業

　　　　　 　収益事業以外の事業　　　　　 　収益事業以外の事業 収益事業（33事業）

収益事業
（収益事業等）

共益事業
（収益事業等）

② ③

（公益目的事業の
ために支出）

（公益目的事業の
ために支出）

③　収益事業に属する資産のうちから、公益目的事業のために支出した金額は、その収
益事業に係る寄付金の額とみなし、非課税とする。

③　収益事業に属する資産のうちから、公益目的事業のために支出した金額公益目的事業のために支出した金額は、その収
益事業に係る寄付金の額とみなし、非課税非課税とする。

①（現行はこの範囲のみ非課税）

注1）労働者派遣業の追加等収益事業の範囲についての変更がなされる。

注2）税率は30%（年800万円以下の所得については22%）。

（注2）

（注1）

２　公益社団・財団法人に係る新たな税環境２　公益社団・財団法人に係る新たな税環境
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（２）その他

①　受取利子等の非課税措置①　受取利子等の非課税措置

②　登録免許税、消費税、印紙税の非課税措置②　登録免許税、消費税、印紙税の非課税措置

＜国税＞

①　法人住民税法人税割、法人事業税、事業所税における法人税と同様の課税対象事業①　法人住民税法人税割、法人事業税、事業所税における法人税と同様の課税対象事業

③　現行公益法人が不動産取得税、固定資産税及び都市計画税の非課税の対象となって
いる施設について措置を継続

③　現行公益法人が不動産取得税、固定資産税及び都市計画税の非課税の対象となって
いる施設について措置を継続

＜地方税＞

注2）上記の内容は、現行民法法人における税制と同一現行民法法人における税制と同一。

注3）また、新たに、伝統芸能の公開に係る施設につき、１／２の減額。

注1）上記の内容は、現行民法法人に関する非課税措置と同一現行民法法人に関する非課税措置と同一。

②　法人住民税均等割における最低税率の適用②　法人住民税均等割における最低税率の適用
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３　一般社団・財団法人に係る新たな税環境３　一般社団・財団法人に係る新たな税環境

（１）法人税

①　非営利性が徹底された法人、共益的活動を目的とする法人については、収益事業に
ついてのみ課税

①　非営利性が徹底された法人、共益的活動を目的とする法人非営利性が徹底された法人、共益的活動を目的とする法人については、収益事業に収益事業に
ついてのみ課税ついてのみ課税

②　一般社団・財団法人のうち①に該当しないものは、法人税法上、普通法人とする②　一般社団・財団法人のうち①に該当しないもの一般社団・財団法人のうち①に該当しないものは、法人税法上、普通法人普通法人とする

【「非営利性が徹底された法人」の要件】

1. 剰余金の分配を行わない旨を定款で定めていること

2. 解散時の残余財産を公益社団・財団法人等に帰属させる旨を定款で定めていること

3. 理事及びその親族等である理事の合計数が理事の総数の３分の１以下であること

4. 1.又は2.の要件にある定款の定めに違反した行為を行ったことがないこと

【「共益的活動を目的とする法人」の要件】

1. 会員に共通する利益を図る活動を行うことを主たる目的としていること

2. 会員が負担すべき金銭の額（会費）が定款等に定められていること

3. 特定の個人又は団体に剰余金の分配を受ける権利を与える旨等が定款において定められていないこと

4. 理事及びその親族等である理事の合計数が理事の総数の３分の１以下であること

5. 主たる事業として収益事業を行っていないこと

6. 特定の個人又は団体に特別の利益を与えないこと

注）税率は30%（年800万円以下の所得については22%）。
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（２）その他

①　消費税、印紙税の非課税措置①　消費税、印紙税の非課税措置

＜国税＞

注）上記の内容は、現行民法法人に関する非課税措置と同一現行民法法人に関する非課税措置と同一。

②　現行民法34条法人が営む事業であって収益事業の範囲から除外されているものに
ついては、収益事業課税が適用される一般社団・財団法人が営む場合であっても、一
定の要件の見直しを行ったうえで収益事業の範囲から除外する措置を講ずるなど、所
要の整備を行う（法人税法施行令第5条の改正）

②　現行民法34条法人が営む事業であって収益事業の範囲から除外されているものに
ついては、収益事業課税が適用される一般社団・財団法人が営む場合であっても、一
定の要件の見直しを行ったうえで収益事業の範囲から除外する措置を講ずるなど、所
要の整備を行う（法人税法施行令第5条の改正）

例）医師会等が開設するオープン病院等であって一定の要件を満たすものが営む医療保健業
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③　現行公益法人が固定資産税、都市計画税の非課税の対象となっている施設について
平成25年度まで措置を継続

③　現行公益法人が固定資産税、都市計画税の非課税の対象となっている施設について
平成25年度まで措置を継続

＜地方税＞

注2）平成25年度までは、一般社団・財団法人への移行後においても非課税

④　固定資産税及び都市計画税において、特例民法法人から一般社団・財団法人に移行
する法人が設置する施設については、これまで一定の用途に供する施設に対して非課
税措置が講じられてきた経緯も踏まえながら、平成25年度までの間にできるだけ速
やかに必要な検討を行い、適切な措置を講ずる

④　固定資産税及び都市計画税において、特例民法法人から一般社団・財団法人に移行
する法人が設置する施設については、これまで一定の用途に供する施設に対して非課
税措置が講じられてきた経緯も踏まえながら、平成25年度までの間にできるだけ速
やかに必要な検討を行い、適切な措置を講ずる

例）地方医師会の設置する看護師・准看護師の養成所及び地方歯科医師会の開設する歯科衛生士・
歯科技工士の養成所等

①　法人住民税法人税割、法人事業税、事業所税における法人税と同様の課税対象事業①　法人住民税法人税割、法人事業税、事業所税における法人税と同様の課税対象事業

注1）上記の内容は、現行民法法人における税制と同一現行民法法人における税制と同一。

②　法人住民税均等割における最低税率の適用②　法人住民税均等割における最低税率の適用
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４　経過的措置４　経過的措置

①　現行民法法人に係る税制の特例民法法人に対する適用継続①　現行民法法人に係る税制現行民法法人に係る税制の特例民法法人に対する適用継続特例民法法人に対する適用継続

②　特例民法法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人における合併に係る法人
税の非課税措置

②　特例民法法人、公益社団・財団法人、一般社団・財団法人における合併に係る法人
税の非課税措置

＜国税＞

③　公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人への移行に係る法人税及び登録免許税
の非課税措置

③　公益社団・財団法人又は一般社団・財団法人への移行に係る法人税及び登録免許税
の非課税措置

注）特例民法法人における特定公益増進法人の取扱いは従前と同様。

○　現行民法法人に係る税制の特例民法法人に対する適用継続○　現行民法法人に係る税制現行民法法人に係る税制の特例民法法人に対する適用継続特例民法法人に対する適用継続

＜地方税＞

●





第一 税体系の抜本的改革の実現に向けて

第二 平成 20年度税制改正の基本的考え方

第三 平成 20年度税制改正の具体的内容

第四 検討事項

【付記一】

【付記二】



第一 税体系の抜本的改革の実現に向けて 







第二 平成 20 年度税制改正の基本的考え方 













第三 平成 20 年度税制改正の具体的内容 

一 地域間の財政力格差の縮小 





 

二 経済活性化・競争力の強化 

＜研究開発税制・情報基盤強化税制＞ 





＜中小企業・ベンチャー支援＞ 





＜事業承継税制＞ 



＜トン数標準税制＞ 



＜減価償却制度＞ 



三 民間が担う公益活動の推進、「ふるさと納税」 

＜公益法人制度改革への対応＞ 







＜寄附金税制＞ 



＜個人住民税の寄附金税制、「ふるさと納税」＞



四 環境問題、安心・安全への配慮 















五 金融・証券税制 









 

六 道路特定財源 

七 円滑・適正な納税のための環境整備 









八 土地・住宅税制 



九 農林漁業対策 







十 酒税 

十一 国際課税 





 

 



十二 その他の政策税制 





















十三 その他 



 







第四 検討事項 


































